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神奈川県認定こども園の認定等に関する手続き要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号。以下「法」という。）及び同法施行規則（平成26年内閣府・文部科

学省・厚生労働省令第２号。以下「施行規則」という。）の規定に基づいて行う認定の申請、届

出の手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（認定の申請） 

第２条 法第４条の規定により認定こども園の認定を受けようとする者は、認定こども園認定申

請書（第１号様式）を神奈川県知事（以下「知事」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書に添付する書類は別表第一に定めるとおりとする。 

３ 第１項により申請書を提出しようとする者は、認定を受けようとする認定こども園の開園日

数及び開園時間、利用定員、実施すべき子育て支援事業等について、あらかじめ施設の所在す

る市町村長の意見を聴かなければならない。 

 

（変更の届出） 

第３条 認定こども園の設置者は、法第29条第１項の規定による届出をしようとする場合には、

認定こども園に係る変更届（第２号様式）により知事に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出において、横浜市、川崎市及び相模原市に所在する認定こども園の設

置者にあっては、施設の所在する市を通じて知事に届け出るものとする。 

３ 第１項の規定による届出を要する変更事項及び変更届に添付する書類は、法第29条第１項の

規定によるもののほか知事が必要に応じて定めることとし、別表第二に定めるとおりとする。 

４ 認定こども園の設置者は、開園日数及び開園時間、子育て支援事業並びに保育を必要とする

子ども又は保育を必要とする子ども以外の子どもの利用定員を変更しようとするときは、あら

かじめ施設の所在する市町村長の意見を聴かなければならない。 

５ 施行規則第28条第１号に規定する「都道府県知事が定める数」及び同条第２号に規定する「都

道府県知事が定めるもの」は、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 都道府県知事が定める数 

 保育を必要とする子ども又は保育を必要とする子ども以外の子どもの利用定員の人数のそ

れぞれ10分の１以内（保育所型認定こども園を除く。）の数 

 (2) 都道府県知事が定めるもの 

 職員配置の変更のうち、保育に従事する職員数及び職員の資格に変更のないもの 

 

（運営の状況の報告） 

第４条 認定こども園の設置者は、法第30条第１項の規定によりその運営の状況について、認定
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こども園に係る運営状況報告書（第３号様式）により知事に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告において、横浜市、川崎市及び相模原市に所在する認定こども園の設

置者にあっては、施設の所在する市を通じて知事に報告するものとする。 

３ 第１項の報告書に添付する書類は、別表第一に定めるとおりとする。 

４ 第１項の報告は、毎年６月30日までに行わなくてはならない。 

 

（他の地方公共団体との協議等） 

第５条 知事は、法第３条第６項の規定による協議を行おうとする場合には、認定こども園の認

定に係る協議書（第４号様式）により、同項に規定する市町村の長に協議しなければならない。 

２ 知事は、法第８条第１項の規定による協議を行おうとする場合には、認定こども園の認定に

係る協議書（第５号様式）又は認定こども園の認定の取消しに係る協議書（第６号様式）によ

り、同項に規定する地方公共団体の機関に協議しなければならない。 

３ 知事は、第１項及び第２項による協議のほか、認定こども園が所在する市町村の長に対し、

認定こども園の認定の取消しに係る意見照会書（第７号様式）により意見を照会するものとす

る。 

４ 前項の規定において、当該施設の設置者が市町村のみである場合、知事は、意見を照会する

ことを要しない。 

 

（認定の廃止） 

第６条 認定こども園の設置者が当該施設認定こども園を廃止しようとするときは、認定こども

園に係る廃止届（第８号様式）により、知事に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により届け出ようとする当該施設の設置者は、あらかじめ施設の所在する市町村

長の意見を聞かなければならない。 

３ 第１項の届出は、廃止しようとする３か月前までに行わなければならない。 

４ 知事は、第１項の届出があったときは、その旨を公表するものとする。 

 

  附 則 

１ この要綱は、平成18年12月28日から施行する。 

 

  附 則 

１ この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱中、第7条の規定は平成27年２月13日から、他の規定は平成27年４月１日から施

行する。 
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（経過措置） 

２ 平成27年２月13日から平成27年３月31日までの間における第７条第３項の規定の適用に

ついて、「３か月前まで」とあるのは「１か月前まで」とする。 

（準備行為） 

３ 第２条の規定による認定の申請手続、第６条の規定による協議等は、施行日前においても行

うことができる。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成27年６月26日から施行する。 
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別表第一（第２条、第５条関係） 

 
添  付  書  類 認定の申請 運営状況報告 

職員配置 

職員資格 

職員名簿 ○ △ 

教員免許状又は保育士登録証の写し ○ △ 

定員及び収容状況表 ○ ○ 

勤務表 ○ △ 

施設設備 施設概要書 ○  

図面（案内図、配置図、土地（全敷地・屋外遊戯場）の

求積図、建物（各階）の平面図、建物の立面図） 
○  

登記簿謄本（土地・建物） ○  

公図写し ○  

検査済証又は確認済証 ○  

土地売買契約書、工事請負契約書等 ○  

教育又は

保育 

教育及び保育の内容に関する計画書 ○  

指導計画、保育計画、活動計画、1日の流れ（デイリー

プログラム）等 
○      

教育及び保育の実績報告書  ○ 

資質向上 研修実施計画書 ○  

研修実績報告書  ○ 

子育て支

援 

子育て支援事業計画書 ○  

子育て支援事業実績報告書  ○ 

管理運営 認定こども園の長の履歴書及び資格を証する書類 ○  

管理運営に係る計画書 ○  

管理運営に係る実績報告書  ○ 

選考基準 ○ △ 

調理業務委託契約書 △ △ 

外部搬入実施計画書 △  

外部搬入実績報告書  △ 

食育に係る計画書 △ △ 

その他 事業開始後２か年の収支予算書 ○  

設置者の履歴書又は沿革 □  

議事録（法人の場合） △  

その他知事が必要と認める書類 △ △ 

※ ○…添付する書類 

  △…必要により添付する書類（例） 

・連携施設において位置関係を確認するための案内図 

・調理業務、外部搬入業務を委託している場合の契約書 

  □…保育機能施設において添付する書類 
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別表第二（第４条関係） 

届出を要する変更事項 添付書類 

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名 

・変更の内容のわかる書類 

施設の名称及び所在地 ・変更の内容のわかる書類 

保育を必要とする子どもの利用定員 ・定員及び収容状況表 

・職員名簿 保育を必要とする子ども以外の子どもの利用定

員 

教育又は保育の概要  

 教育又は保育の目標及び主な内容 ・教育及び保育の内容に関する計画書 

認定こども園が実施する子育て支援事業 ・子育て支援事業計画書 

園児の１日の活動内容  

利用者負担  

施設の概要  

 職員配置 ・定員及び収容状況表 

・職員名簿 

施設設備等の概要 ・施設概要書 

・図面、登記簿謄本、確認済証、公図写し、契 

 約書等変更の内容のわかる書類 

学級数 ・定員及び収容状況表 

・職員名簿 

幼稚園、保育所又は保育機能施設の別 ・認可書等変更の内容のわかる書類 

認定こども園の名称  

認定こども園の長となるべき者の氏名 ・履歴書及び資格を証する書類 

開園日数及び開園時間  

※法人の場合、全ての変更事項について議事録を添付すること。 

 

 


